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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

(注)1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2 第80期中の潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

3  従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日

売上高 (百万円) 63,629 75,231 67,018 142,998 159,259

経常利益 (百万円) 619 5,352 3,005 5,589 10,748

中間(当期)純利益 (百万円) 233 3,198 3,966 1,748 6,328

純資産額 (百万円) 80,499 84,440 91,503 81,929 87,346

総資産額 (百万円) 167,255 167,326 172,164 186,921 176,667

1株当たり純資産額 (円) 766.72 804.84 873.29 780.17 832.77

1株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 2.22 30.48 37.84 16.19 59.96

潜在株式調整後 
1株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 29.13 36.16 15.95 57.30

自己資本比率 (%) 48.1 50.5 53.1 43.8 49.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,886 7,076 1,874 11,155 15,136

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △414 △2,017 △777 1,819 △3,464

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,402 △20,906 △505 2,690 △22,367

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 45,454 44,206 49,992 59,989 49,352

従業員数 (名) 5,120 4,732 4,715 4,769 4,684



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注)1 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

2 第80期中の潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

3 平成16年10月１日付けでの八木アンテナ株式会社の分社に伴い、第81期より総資産額及び従業員数等が減少しております。

4  従業員数は就業人員数を表示しております。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年
  ４月１日
至 平成15年
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日
至 平成16年
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日
至 平成17年
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日
至 平成17年
  ３月31日

売上高 (百万円) 51,988 62,179 47,354 119,451 124,880

経常利益 (百万円) 830 3,963 2,525 4,204 7,344

中間(当期)純利益 (百万円) 675 2,485 4,010 1,042 4,567

資本金 (百万円) 10,058 10,058 10,058 10,058 10,058

発行済株式総数 (株) 105,221,259 105,221,259 105,221,259 105,221,259 105,221,259

純資産額 (百万円) 73,115 75,285 81,127 73,596 77,002

総資産額 (百万円) 148,428 148,202 152,330 168,574 156,268

1株当たり純資産額 (円) 696.39 717.58 774.26 701.23 734.48

1株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 6.43 23.68 38.26 9.93 43.54

潜在株式調整後 
1株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 22.63 36.56 9.78 41.61

1株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 2.00 4.00 4.00 6.00 8.00

自己資本比率 (%) 49.3 50.8 53.2 43.7 49.3

従業員数 (名) 2,849 2,682 2,326 2,682 2,274



２ 【事業の内容】 

当社は(株)日立製作所の関連会社であり、同社は「情報・エレクトロニクス、電力・産業システム、家庭電器等の

電気機械器具の製造及び販売並びにこれらに付帯する事業」を営んでおります。 

当社グル－プは、平成17年９月30日現在、当社子会社23社（連結子会社16社、非連結子会社７社）及び関連会社２

社（持分法適用関連会社１社、持分法非適用関連会社１社）により構成されております。 

当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は次のとおりでありま

す。 

  

(通信・情報システム) 

連結子会社(株)国際電気エンジニアリングは、平成17年４月１日付けで連結子会社国際電気アルファ(株)を吸収

合併し、同日社名を(株)日立国際電気エンジニアリングに変更しました。 

連結子会社(株)五洋エンジニアリングは、平成17年４月１日付けで連結子会社(株)五洋エレクトロニクスを吸収

合併し、同日社名を(株)五洋電子に変更しました。 

  

(放送・映像システム) 

事業内容の重要な変更と主要な関係会社の異動はありません。 

  

(半導体製造システム) 

連結子会社(株)国際電気エンジニアリングは、平成17年４月１日付けで連結子会社国際電気アルファ(株)を吸収

合併し、同日社名を(株)日立国際電気エンジニアリングに変更しました。 

  

３ 【関係会社の状況】 

連結子会社(株)国際電気エンジニアリングは、平成17年４月１日付けで連結子会社国際電気アルファ(株)を吸収

合併し、同日社名を(株)日立国際電気エンジニアリングに変更しました。 

連結子会社(株)五洋エンジニアリングは、平成17年４月１日付けで連結子会社(株)五洋エレクトロニクスを吸収

合併し、同日社名を(株)五洋電子に変更しました。 

  

  

  



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注)1 従業員数は、就業人員であります。 

2 全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであり

ます。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

通信・情報システム 1,727 

放送・映像システム 1,393 

半導体製造システム 1,179 

全社(共通) 416 

合計 4,715 

従業員数(名) 2,326 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、設備投資の増加や堅調な個人消費など、内需中心に穏やかな回復基調で推

移しましたが、当社グループを取り巻く事業環境は、半導体分野ではシリコンサイクルの下降局面に入り、また、

通信分野では特に公共案件で価格競争が激化するなど、総じて厳しい事業環境の中で推移しました。 

このような状況下、当社グループは各事業分野で顧客のニーズに応える特長ある新製品の開発・販売、保守・サ

ービス体制の強化を図ってまいりました。 

その結果、当中間連結会計期間の営業の状況は、以下の通りとなりました。 

受注高は、７６９億７千８百万円で、前中間連結会計期間に比べ２億７千６百万円（０．４％）増加しました

が、売上高は６７０億１千８百万円で、前中間連結会計期間に比べ８２億１千３百万円（１０．９％）減少しまし

た。 

利益につきましては、売上高の減少にともない、営業利益は３６億７千８百万円、経常利益は３０億５百万円と

なり、前中間連結会計期間と比べますと、営業利益は３０億３千９百万円、経常利益は２３億４千７百万円、いず

れも減少しました。当中間連結会計期間から適用になる固定資産の減損会計基準に基づき、特別損失として、減損

損失３３億３千万円の計上がありましたが、事業構造改革引当金取崩益３０億９千万円の特別利益計上により、税

金等調整前中間純利益は２７億６千５百万円（前年同期比２５億８千７百万円減少）になりました。また、主とし

て子会社株式評価損に係る税効果会計上の評価性引当額の変動による税金費用の減少があり、中間純利益は、３９

億６千６百万円（前年同期比７億６千８百万円増加）となりました。 

当中間連結会計期間の営業の状況を事業の種類別セグメントに分けて見ますと、通信・情報システム部門（移動

体通信システム、公共・通信システム、情報システム等）の受注高は３２１億２千９百万円で、前中間連結会計期

間に比べ２０億５千６百万円（６．８％）増となりましたが、売上高は２４２億４百万円で、前中間連結会計期間

に比べ４０億８千９百万円（1４．５％）減となりました。 

この部門の売上高は、中国向け第三世代携帯電話事業の認可遅れ等の影響と、公共業務用大型デジタル無線シス

テム案件の納入が下半期にずれ込んだため減少しました。 

放送・映像システム部門（放送システム、監視システム、ＣＡＴＶ、アンテナ等）の受注高は２２０億６千万円

で、前中間連結会計期間に比べ２６億１千９百万円（１３．５％）増となりましたが、売上高は１９９億３千１百

万円で、前中間連結会計期間に比べ８億８千２百万円（４．２％）減となりました。 

この部門の売上高は、地上デジタル関連放送システムは増加しましたが、映像監視システムで公共市場縮小の影

響による受注不振から売上が減少しました。 

半導体製造システム部門（縦型成膜装置等）の受注高は２２７億８千７百万円で、前中間連結会計期間に比べ４

３億９千９百万円（１６．２％）減となり、売上高も２２８億８千２百万円で、前中間連結会計期間に比べ３２億

４千２百万円（１２．４％）減となりました。 

この部門は、半導体のシリコンサイクルによる世界的な市況変動の影響を受け、好調だった前中間連結会計期間

に比べ受注、売上が大幅に減少しましたが、国内外の一部半導体メモリーメーカーの積極的な投資再開の動きもあ

り、当初計画値（受注１７５億円、売上１９６億円）に比べると主力の縦型成膜装置を中心に受注が回復し、売上

高も計画値を上回りました。 

また、所在地別セグメントの業績で見ますと、日本につきましては、地上デジタル関連放送システムの売上は増

加しましたが、通信・情報システムや半導体製造システム等の売上減少により、売上高は６１５億６千７百万円

で、前中間連結会計期間に比べ７６億６千５百万円（１１．１％）減となり、営業利益は３２億３千８百万円で前



中間連結会計期間に比べ３１億１千１百万円（４９．０％）減となりました。 

北米につきましては、半導体製造システムの売上減少等により、売上高は４３億３千６百万円で前中間連結会計

期間に比べ３億５千万円（７．５％）減となりましたが、営業利益は、好採算品の売上増加等により４億１千３百

万円で前中間連結会計期間に比べ２億３千４百万円（１３０．７％）増となりました。 

その他の地域につきましては、放送・映像システム、半導体製造システムの売上減少等により売上高は１１億１

千４百万円で前中間連結会計期間に比べ１億９千７百万円（１５．０％）減となり、営業利益は３千７百万円で前

中間連結会計期間に比べ６千１百万円（６２．２％）減となりました。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動による獲得資金と投

資活動による支出等が相殺された結果、前中間連結会計期間末に比べ５７億８千６百万円（１３．１％）増加し、

当中間連結会計期間末には４９９億９千２百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は１８億７千４百万円であり、前中間連結会計期間に比べ５２億２百万円（７３．

５％）減となりました。これは主に売上債権の減少額１１６億５百万円、税金等調整前中間純利益２７億６千５百

万円及び非資金項目である減損損失の計上額３３億３千万円等の増加要因が、棚卸資産の増加額７４億１千８百万

円、仕入債務の減少額５７億５千４百万円及び非資金項目である事業構造改革引当金の減少額３０億９千万円等の

減少要因を上回った結果によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は７億７千７百万円であり、前中間連結会計期間に比べ

１２億４千万円（６１．５％）減となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出１８億１千７百万円等

の減少要因が、変動金利型預金の償還による収入１０億円等の増加要因を上回った結果によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は５億５百万円であり、前中間連結会計期間に比べ

２０４億１百万円減となりました。これは主に前中間連結会計期間においては、社債の償還による支出が２００億

円ありましたが、当中間連結会計期間においては、配当金の支払額４億１千９百万円等を行った結果によるもので

す。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 1 金額は販売価格によっております。 

2 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比増減(%) 

通信・情報システム 28,975 △5.3 

放送・映像システム 21,838 11.4 

半導体製造システム 26,580 △7.5 

合計 77,394 △1.9 

事業の種類別 
セグメントの名称 

受注高(百万円) 前年同期比増減(%) 受注残高(百万円) 前年同期比増減(%)

通信・情報システム 32,129 6.8 30,936 36.1 

放送・映像システム 22,060 13.5 14,729 △0.7 

半導体製造システム 22,787 △16.2 10,336 △8.1 

合計 76,978 0.4 56,002 14.7 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比増減(%) 

通信・情報システム 24,204 △14.5 

放送・映像システム 19,931 △4.2 

半導体製造システム 22,882 △12.4 

合計 67,018 △10.9 



３ 【対処すべき課題】 

(1) 当社グループ事業の継続的成長 

今後の市場環境は引続き厳しい状況が続くと思われますが、進展するユビキタス情報社会をビジネスチャンスと

とらえ、通信・情報システム、放送・映像システム、半導体製造システムの３事業部門の連携により、事業の継続

的成長を図ってまいります。 

当社グループは、「２０１０年３月期に売上高２,０００億円、 営業利益率１０％」を経営目標として設定いた

しました。この目標を達成するために、フラッグシップ製品を核として海外事業の拡大を積極的に推進するととも

に、コア技術であるデジタル無線技術と映像技術の融合によるワイヤレスブロードバンドなど新事業の育成に経営

資源を傾斜配分してまいります。同時に、生産改革や情報システムの高度化などの構造改革を推進してまいりま

す。 

  

(2) ＣＳＲ経営の推進 

当社は平成15年６月に経営の迅速化と透明性を目的として「委員会等設置会社」に移行するとともに、コンプラ

イアンス本部の設置や内部通報制度の開始等グループでの内部統制制度の向上に努めてまいりました。平成16年６

月に「日立国際電気地球環境憲章」を制定するほか、平成17年４月にＣＳＲ推進本部を設置し「日立国際電気企業

行動基準」の制定および「社会・環境報告書２００５年度版」の発行などＣＳＲへの積極的な取組みを通してステ

ークホルダーとの関係を重視し、環境問題や社会貢献および企業倫理等を考慮した事業活動をグループで展開して

まいります。 

また、個人情報保護法制定に対応し平成16年11月個人情報保護委員会を全社組織として設置するとともに、事業

所、グループ会社単位に個人情報保護のための管理体制を構築しました。 

  

  

  

  



４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

  



５ 【研究開発活動】 

当社グループは、ユビキタス社会の基盤となる通信・情報、放送・映像、半導体製造装置分野への製品提供を通じ

て安全で豊かな社会に貢献するため、研究開発に注力しております。 

当社は、１）各事業部が推進する新製品・新技術の開発、２）八木記念情報通信システム研究所、半導体装置シス

テム研究所が推進する次世代製品・技術の研究開発、３）(株)日立製作所の各研究所及び大学、各種独立法人研究機

関との連携、共同研究と、現在から将来までを見据えた研究開発を推進しており、当社グループの持続的な発展を期

しております。 

当中間連結会計期間における当社グループの研究開発費は、総売上高の８．６％にあたる５７億５千８百万円とな

っております。 
  
当社グループの持つ基盤技術は、大別して無線通信、放送送受信、画像処理、熱プロセスを基盤にした半導体製造

装置にわたっており、それぞれの分野で先端的な製品をお客様に提供してまいりました。今後も、ブロードバンド、

デジタル、ハイビジョン、ナノプロセスなどをキーワードとした新製品を提供してまいります。 

  
事業のセグメント別の研究開発活動を以下に紹介いたします。 
  

  

通信・情報システム： デジタル方式の無線システムが、消防・救急分野でも認可となったことに

伴い、同分野向け大規模システムを開発中で、今後、この技術を全国公共

無線システム製品に展開する予定です。デジタル化対応では、４００ＭＨ

ｚ帯、１５０ＭＨｚ帯技術を開発し、今後の広域システムへの準備を進め

ております。携帯電話の分野では基地局対応で、アンプの高効率化技術を

推進しており、中国市場の立ち上がりの準備を整えております。端末機対

応で汎用ＦＯＭＡモジュールを開発、第三世代携帯電話の普及に貢献でき

ました。当事業に係わる研究開発費は、２２億５千８百万円となっており

ます。 

放送・映像システム： ２００６年からの地上デジタル放送の需要本格化に向け、中継基地用送信

機の性能向上に注力し、不感地帯解消やアナログ／デジタルサイマル放送

の高信頼・高機能送信へのシステム提供を推進しております。監視システ

ムでは、新開発の高感度ＣＣＤセンサーを採用し、従来の１００倍以上の

超高感度を実現したことで、夜間でもカラー動画像撮影が可能となり、高

いセキュリティを要求される施設への適用が期待できます。当事業に係わ

る研究開発費は、１２億７千１百万円となっております。 

半導体製造システム： 半導体、特にフラッシュメモリー市場の成長に後押しされて、３００ｍｍ

ウエハ対応の縦型バッチ処理ＣＶＤ装置は、高いシェアを維持しておりま

す。６５ｎｍプロセスからさらに４５ｎｍプロセス対応の装置開発を推進

しております。ＣＶＤ装置プラットフォームを応用した１３００℃以上の

高温アニール装置の開発に成功し、半導体デバイスのスタートマテリアル

であるシリコンウエハの高品質化に貢献できる装置を提供できることにな

りました。さらに、デバイスの消費電力対応に必要な極薄金属膜や導電性

化合物薄膜形成のため、プラズマプロセスによる縦型装置実現に向けて研

究開発を推進しております。当事業に係わる研究開発費は、２２億２千８

百万円となっております。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、次の設備を売却しました。 

  

  

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(3) 在外子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの 
名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
（名） 構築物

土地
（面積㎡） 

合計 

八木記念情報通信 

システム研究所 

仙台事業部門 

（宮城県仙台市） 

全社(共通) 福利施設
7

  
432

(23,273.48)
439 

  
―



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、400,000,000株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合にこれに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 
  

(注) 提出日現在の発行数には、平成17年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権付社債 
  

  

種類 会社が発行する株式の総数 (株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年9月30日) 

提出日現在発行数
(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 105,221,259 同左

東京証券取引所 

(市場第１部) 

大阪証券取引所 

(市場第１部) 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 105,221,259 同左 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年9月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数 (個) 1,200 1,200 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 4,870,000 4,870,000 

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 1,232 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年12月19日～
平成20年11月21日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 (円) 

発行価格   1,232
資本組入額    616 

同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使
はできないものとする 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし 同左 

新株予約権付社債の残高 (百万円) 6,000 6,000 



  
(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

(平成17年9月30日現在) 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金
増減額 
(百万円) 

資本金
残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年9月30日 ― 105,221,259 ― 10,058 ― 26,148

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%) 

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 39,056 37.12

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,256 5.95

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,934 5.64

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 1,959 1.86

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー ５０
５０１９ 
(常任代理人 株式会社みずほコーポ
レート銀行) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX ５
１８ IFSC DUBLIN, IRELAND 
(東京都中央区日本橋兜町六丁目７番) 

1,862 1.77

資産管理サービス信託銀行株式会社
(信託Ｂ口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海ア
イランドトリトンスクエアオフィスタワ
ーＺ棟 

1,198 1.14

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,035 0.98

資産管理サービス信託銀行株式会社
(証券投資信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海ア
イランドトリトンスクエアオフィスタワ
ーＺ棟 

919 0.87

ドイチエ バンク アーゲー ロン
ドン ピービー アイリツシユ レ
ジデンツ ６１９ 
(常任代理人 ドイツ証券会社) 

WINCHESTER HOUSE １ GREAT WINCHESTER 
STREET LONDON EC２N ２DB, UK 
(東京都千代田区永田町二丁目11番１号
山王パークタワー) 

794 0.75

モルガン. スタンレー. アンド. 
カンパニー. インターナシヨナル. 
リミテツド 
(常任代理人 モルガン・スタンレー
証券会社) 

２５  CABOT  SQUARE,  CANARY  WHARF, 
LONDON E１４ ４QA ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号恵比
寿ガーデンプレイスタワー) 

782 0.74

計 ― 59,797 56.83



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(平成17年9月30日現在) 

(注)1 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 2,000株(議決権 2個)含まれております。 

2 単元未満株式には、証券保管振替機構名義の株式が 520株、当社所有の自己株式が 899株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

(平成17年9月30日現在) 

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 1,000株(議決権 1個)ありま

す。なお、当該株式は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)
普通株式   440,000 

―

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 102,365,000 102,365 同上 

単元未満株式 普通株式  2,416,259 ― 同上 

発行済株式総数 105,221,259 ― ― 

総株主の議決権 ― 102,365 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合 (%) 

（自己保有株式） 

(株)日立国際電気 
東京都中野区東中野 
三丁目14番20号 

440,000 ― 440,000 0.42

計 ― 440,000 ― 440,000 0.42



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高(円) 908 955 994 1,050 1,043 1,137

最低(円) 807 825 945 919 977 1,004



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(%) 金額(百万円)
構成比
(%) 金額(百万円) 構成比

(%) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

 1 現金及び預金     17,928 19,975   22,971 

 2 グループ内預入金 ※5   26,420 29,613   26,606 

 3 受取手形及び売掛金 ※4   43,498 37,863   49,399 

 4 棚卸資産     24,478 31,367   23,983 

 5 繰延税金資産     7,027 7,245   5,796 

 6 その他     1,007 1,868   1,146 

 7 貸倒引当金     △83 △53   △62 

流動資産合計     120,277 71.9 127,879 74.3   129,841 73.5

Ⅱ 固定資産           

1 有形固定資産 ※1         

 （1） 建物及び構築物 ※2 13,485   11,581 13,267   

 （2） 機械装置及び運搬具   2,307   2,145 2,505   

 （3） 土地 ※2 7,840   5,861 7,462   

 （4） 建設仮勘定   459   987 249   

 （5） その他   3,159 27,254 3,143 23,719 3,277 26,763 

2 無形固定資産     489 409   417 

3 投資その他の資産           

 （1） 投資有価証券   4,265   6,008 4,761   

 （2） 長期貸付金   37   35 30   

 （3） 繰延税金資産   11,832   11,811 11,927   

 （4） その他   3,321   2,463 3,072   

 （5） 貸倒引当金   △153 19,304 △163 20,155 △147 19,645 

固定資産合計     47,048 28.1 44,284 25.7   46,825 26.5

資産合計     167,326 100.0 172,164 100.0   176,667 100.0

                 



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(%) 金額(百万円)
構成比
(%) 金額(百万円) 構成比

(%) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債           

1 支払手形及び買掛金     27,170 25,133   30,793 

2 短期借入金 ※2   2,672 1,667   1,667 

3 未払法人税等     1,000 654   1,858 

4 未払費用     10,924 13,068   12,699 

5 その他     4,256 5,858   5,104 

流動負債合計     46,023 27.5 46,381 27.0   52,123 29.5

Ⅱ 固定負債           

1 新株予約権付社債     6,000 6,000   6,000 

2 退職給付引当金     26,669 27,457   27,304 

3 役員退職慰労引当金     300 367   364 

4 事業構造改革引当金     3,460 ―   3,090 

5 その他     315 306   289 

固定負債合計     36,745 21.9 34,131 19.8   37,048 21.0

負債合計     82,769 49.4 80,512 46.8   89,172 50.5

            

(少数株主持分)           

少数株主持分     116 0.1 147 0.1   149 0.1

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     10,058 6.0 10,058 5.8   10,058 5.7

Ⅱ 資本剰余金     26,151 15.6 26,152 15.2   26,152 14.8

Ⅲ 利益剰余金     47,529 28.4 53,747 31.2   50,239 28.4

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金     855 0.5 1,711 1.0   1,072 0.6

Ⅴ 為替換算調整勘定     △0 △0.0 112 0.1   43 0.0

Ⅵ 自己株式     △154 △0.0 △278 △0.2   △220 △0.1

資本合計     84,440 50.5 91,503 53.1   87,346 49.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計     167,326 100.0 172,164 100.0   176,667 100.0

                      



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(%) 金額(百万円)
百分比
(%) 金額(百万円) 百分比

(%) 

Ⅰ 売上高     75,231 100.0 67,018 100.0   159,259 100.0

Ⅱ 売上原価     54,498 72.5 48,645 72.6   116,086 72.9

   売上総利益     20,733 27.5 18,372 27.4   43,172 27.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1   14,015 18.6 14,694 21.9   29,799 18.7

   営業利益     6,717 8.9 3,678 5.5   13,372 8.4

Ⅳ 営業外収益           

 1 受取利息   25   37 60   

 2 受取配当金   48   66 60   

 3 有価証券売却益   84   ― 85   

 4 持分法による投資利益   109   120 248   

 5 為替差益   22   ― ―   

 6 貸倒引当金戻入益   ―   ― ―   

 7 その他   362 652 0.9 370 595 0.9 607 1,062 0.6

Ⅴ 営業外費用           

 1 支払利息   141   8 160   

 2 棚卸資産除却損   230   148 271   

 3 棚卸資産評価損   903   453 2,045   

 4 固定資産処分損   269   144 501   

 5 為替差損   ―   15 25   

 6 その他   473 2,017 2.7 496 1,267 1.9 683 3,687 2.3

   経常利益     5,352 7.1 3,005 4.5   10,748 6.7

Ⅵ 特別利益           

   事業構造改革引当金 
   取崩益   ― ― ― 3,090 3,090 4.6 29 29 0.1

Ⅶ 特別損失           

   減損損失 ※3 ― ― ― 3,330 3,330 5.0 ― ― ―

  税金等調整前中間(当期) 
  純利益     5,352 7.1 2,765 4.1   10,778 6.8

  法人税、住民税及び 
  事業税 ※2 810   532 2,077   

  法人税等調整額 ※2 1,320 2,130 2.8 △1,757 △1,224 △1.8 2,314 4,392 2.8

  少数株主利益     22 0.0 23 0.0   57 0.0

  中間(当期)純利益     3,198 4.3 3,966 5.9   6,328 4.0



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   26,150 26,152   26,150

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  自己株式処分差益 0 0 0 0 1 1

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  26,151 26,152   26,152

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   44,798 50,239   44,798

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間(当期)純利益 3,198 3,198 3,966 3,966 6,328 6,328

Ⅲ 利益剰余金減少高     

1 配当金 419 419 839 

2 取締役賞与 47 467 38 458 47 887

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  47,529 53,747   50,239

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税金等調整前中間(当期)純利益   5,352 2,765 10,778

減価償却費   1,468 1,530 3,228

退職給付引当金の増加額   866 152 1,500

役員退職慰労引当金の増加額 
(△は減少額) 

  △274 3 △210

事業構造改革引当金の減少額   ― △3,090 △369

受取利息及び受取配当金   △74 △103 △121

支払利息   141 8 160

減損損失   ― 3,330 ―

固定資産処分損   251 134 765

固定資産売却益   △1 △1 △2

売上債権の減少額 
(△は増加額) 

  4,789 11,605 △1,163

棚卸資産の増加額   △1,898 △7,418 △1,422

その他流動資産の増加額   △189 △205 △259

仕入債務の増加額 
(△は減少額) 

  △1,447 △5,754 2,228

未払消費税等の減少額   △263 △214 △81

その他流動負債の増加額 
(△は減少額) 

  △893 775 1,412

その他   14 △166 △68

小計   7,842 3,349 16,374

利息及び配当金の受取額   99 146 168

利息の支払額   △300 △8 △319

法人税等の支払額   △808 △1,615 △1,331

法人税等の還付額   243 2 244

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  7,076 1,874 15,136

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

定期預金の預入による支出   ― △0 △100

定期預金の払戻による収入   ― 111 ―

投資有価証券の取得による支出   △1 △10 △15

投資有価証券の売却による収入   114 ― 116

有形固定資産の取得による支出   △1,096 △1,817 △2,800

有形固定資産の売却による収入   28 445 270

短期貸付金の純減少額   0 7 2

変動金利型預金への投資による支出   ― ― △1,000

変動金利型預金の償還による収入   ― 1,000 ―

その他投資の減少額 
(△は増加額)  

  △1,029 △447 114

その他   △33 △65 △52

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △2,017 △777 △3,464



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

短期借入金の純減少額   △450 ― △1,422

社債の償還による支出   △20,000 ― △20,000

配当金の支払額   △419 △419 △839

少数株主への配当金の支払額   △5 △28 △8

その他   △30 △57 △95

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △20,906 △505 △22,367

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  64 48 58

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の増加額(△は減少額) 

  △15,783 639 △10,636

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

  59,989 49,352 59,989

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  44,206 49,992 49,352

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

(1) 連結の範囲に関する事項 

次に示す子会社17社の全てを

連結の範囲に含めております。 

  

(株)国際電気エンジニアリング 

(株)五洋エレクトロニクス 

(株)五洋エンジニアリング 

(株)国際電気テクノアート 

国際電気アルファ(株) 

(株)国際電気セミコンダクター 

サービス 

国際電気テクノサービス(株) 

(株)日立国際電気サービス 

日立電子テクノシステム(株) 

(株)東北電子エンジニアリング 

八木電子(株) 

KOKUSAI SEMICONDUCTOR  

EQUIPMENT CORP. 

KOKUSAI ELECTRIC EUROPE GmbH 

KOKUSAI ELECTRIC ASIA  

PACIFIC CO.,LTD. 

HITACHI DENSHI AMERICA,LTD. 

HITACHI DENSHI (U.K.) LTD. 

HITACHI DENSHI (EUROPA) GmbH 

  

(1) 連結の範囲に関する事項 

次に示す子会社16社の全てを

連結の範囲に含めております。 

  

八木アンテナ(株) 

(株)日立国際電気 

エンジニアリング 

(株)五洋電子 

(株)国際電気テクノアート 

(株)国際電気セミコンダクター 

サービス 

国際電気テクノサービス(株) 

(株)日立国際電気サービス 

日立電子テクノシステム(株) 

八木電子(株) 

(株)東北電子エンジニアリング 

KOKUSAI SEMICONDUCTOR  

EQUIPMENT CORP. 

KOKUSAI ELECTRIC ASIA  

PACIFIC CO.,LTD. 

KOKUSAI ELECTRIC EUROPE GmbH 

HITACHI DENSHI AMERICA,LTD. 

HITACHI DENSHI (U.K.) LTD. 

HITACHI DENSHI (EUROPA) GmbH 

  

(1) 連結の範囲に関する事項 

次に示す子会社18社の全てを

連結の範囲に含めております。 

  

八木アンテナ(株) 

(株)国際電気エンジニアリング 

(株)五洋エンジニアリング 

(株)五洋エレクトロニクス 

(株)国際電気テクノアート 

国際電気アルファ(株) 

(株)国際電気セミコンダクター 

サービス 

国際電気テクノサービス(株) 

(株)日立国際電気サービス 

日立電子テクノシステム(株) 

八木電子(株) 

(株)東北電子エンジニアリング 

KOKUSAI SEMICONDUCTOR  

EQUIPMENT CORP. 

KOKUSAI ELECTRIC ASIA  

PACIFIC CO.,LTD. 

KOKUSAI ELECTRIC EUROPE GmbH 

HITACHI DENSHI AMERICA,LTD. 

HITACHI DENSHI (U.K.) LTD. 

HITACHI DENSHI (EUROPA) GmbH 

  

  (株)国際電気エンジニアリング

は、平成17年４月１日付けで国際

電気アルファ(株)を吸収合併し、

同日社名を(株)日立国際電気エン

ジニアリングに変更しました。 

(株)五洋エンジニアリングは、

平成17年４月１日付けで(株)五洋

エレクトロニクスを吸収合併し、

同日社名を(株)五洋電子に変更し

ました。 

  

当社は、平成16年10月１日付け

で八木アンテナ事業部を分社し、

新会社(八木アンテナ(株))として

設立しました。 

日神電子(株)他非連結子会社６

社の合計の総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも小規模で中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません

ので連結の範囲から除外しており

ます。 

  

日神電子(株)他非連結子会社６

社の合計の総資産、売上高、中間

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも小規模で中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりません

ので連結の範囲から除外しており

ます。 

  

日神電子(株)他非連結子会社６

社の合計の総資産、売上高、当期

純損益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等はいず

れも小規模で連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしておりませんので

連結の範囲から除外しておりま

す。 

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社は、次の関連会

社１社であります。 

KOKUSAI ELECTRIC KOREA 

CO.,LTD. 

  

非連結子会社７社及び関連会社

(株)リンクはそれぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 
  

(2) 持分法の適用に関する事項 
同左 

(2) 持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社は、次の関連会

社１社であります。 

KOKUSAI ELECTRIC KOREA 

CO.,LTD. 

  

非連結子会社７社及び関連会社

(株)リンクはそれぞれ当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範

囲から除外しております。 
  

(3) 連結子会社の中間決算日等に 

関する事項 

連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

  

(3) 連結子会社の中間決算日等に 

関する事項 

同左 

(3) 連結子会社の事業年度等に 

関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

(4) 会計処理基準に関する事項 

連結子会社が採用する会計処理

基準と当社が採用する会計処理基

準とは、おおむね同一であり、次

のとおりであります。但し、在外

連結子会社が採用する会計処理基

準の一部は、当該国の会計処理基

準に準拠しております。 

  

(4) 会計処理基準に関する事項 

同左 

(4) 会計処理基準に関する事項 

同左 

① 重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

  

① 重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

① 重要な資産の評価基準及び 

評価方法 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法により評価

しております。(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、主と

して移動平均法により算定

しております。) 

・時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法

により評価しております。 

  

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

・時価のないもの 

同左 

(イ) 有価証券 

その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法により評価して

おります。(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は主として移

動平均法により算定してお

ります。) 

・時価のないもの 

同左 

(ロ) デリバティブ 

原則として時価法により評価

しております。 

  

(ロ) デリバティブ 

同左 

  

(ロ) デリバティブ 

同左 

  



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

(ハ) 棚卸資産 

(ⅰ) 製品、仕掛品 

主として個別法に基づく原

価法により評価しておりま

す。但し、一部量産品につい

ては、移動平均法又は総平均

法による原価法により評価し

ております。なお、価格変動

の著しい量産品については、

個別法又は移動平均法に基づ

く低価法を採用しておりま

す。 

  

(ハ) 棚卸資産 

(ⅰ) 製品、仕掛品 

同左 

(ハ) 棚卸資産 

(ⅰ) 製品、仕掛品 

同左 

(ⅱ) 材料 

主として総平均法に基づく

低価法により評価しておりま

す。但し、一部については、

個別法又は移動平均法に基づ

く低価法により評価しており

ます。 

  

(ⅱ) 材料 

同左 

(ⅱ) 材料 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(イ) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

但し、当社及び国内連結子会社

は、平成10年４月１日以降取得し

た建物(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用しておりま

す。 

  

② 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(イ) 有形固定資産 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(イ) 有形固定資産 

同左 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  

建物及び構築物   2～60年 

機械装置及び運搬具 2～17年 

有形固定資産その他 2～20年 

  

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  

建物及び構築物   3～50年 

機械装置及び運搬具 2～17年 

有形固定資産その他 2～20年 

  

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  

建物及び構築物   3～60年 

機械装置及び運搬具 2～17年 

有形固定資産その他 2～20年 

(ロ) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用ソフトウェアの

主な耐用年数は5年であります。 

  

(ロ) 無形固定資産 

同左 

(ロ) 無形固定資産 

同左 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率等を勘案して必要額を、貸

倒懸念債権及び破産更生債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し

た回収不能見込額を計上しており

ます。 

  

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ) 貸倒引当金 
同左 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ) 貸倒引当金 
同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

(ロ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(16年)による定額法に

より費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(14～17年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 
  

(ロ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末

において発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(14年)による定額法に

より費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(14年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとして

おります。 
  

(ロ) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末にお

いて発生していると認められる額

を計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(16年)による定額法に

より費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(14～17年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することと

しております。 

なお、平成17年１月１日付けの

退職給付制度の改定に伴い、同日

以降の過去勤務債務及び数理計算

上の差異の処理年数はすべて14年

としております。 

  

(ハ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額の100%を計上しておりま

す。 
  

(ハ) 役員退職慰労引当金 

同左 

(ハ) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額の100%を計上しております。 

  

(ニ) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社を

含めた人員削減・資産の健全化等

のリストラ策の実施に伴い、今後

発生が見込まれる費用について合

理的に見積られる金額を計上して

おります。 
  

(ニ) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社を

含めた人員削減・資産の健全化等

のリストラ策の実施に伴い、今後

発生が見込まれる費用について合

理的に見積られる金額を計上して

おります。 

なお、当中間連結会計期間にお

ける固定資産の減損に係る会計基

準の適用に伴い、事業構造改革引

当金を全額取崩しております。 

  

(ニ) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社を

含めた人員削減・資産の健全化等

のリストラ策の実施に伴い、今後

発生が見込まれる費用について合

理的に見積られる金額を計上して

おります。 

  

④ 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。 

  

④ 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

同左 

④ 重要な外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

なお、在外子会社等の資産及び

負債、収益及び費用は、決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及び

資本の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

⑤ 工事進行基準 

請負工事契約を締結している工

事については、工事進行基準を適

用しております。 

  

⑤ 工事進行基準 

同左 

⑤ 工事進行基準 

同左 

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑦ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たしている

為替予約については、振当処理を

採用しております。 

  

⑦ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

⑦ 重要なヘッジ会計の方法 

(イ) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 為替予約 

ヘッジ対象 … 製品輸出による 

外貨建売上債権 

  

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

(ハ) ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権

限規定及び取引限度額等を定めた

内部規程に基づき、ヘッジ対象に

係る為替相場変動リスクを一定の

範囲内でヘッジしております。 

  

(ハ) ヘッジ方針 

同左 

  

(ハ) ヘッジ方針 

同左 

  

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を半期ごとに比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有

効性を評価しております。 

  

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

(ニ) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

⑧ 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  

⑧ 消費税等の会計処理 

同左 

⑧ 消費税等の会計処理 

同左 

(5) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から3ヵ月以内に償

還期限の到来する短期投資から

なっております。 

(5) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

同左 

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から3ヵ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっ

ております。 

  



会計処理の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

  
――――― 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

これにより税金等調整前中間純利

益が3,330百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 
  

  

――――― 

  

  
――――― 

（半導体製造装置に係る棚卸資産評

価損） 

従来、顧客貸出品に係る評価損に

ついては、営業外費用として処理し

ておりましたが、当中間連結会計期

間より、原価性が認められるものに

ついては売上原価として処理するこ

とに変更しました。この変更は、こ

こ数年のめまぐるしい技術革新を受

け、顧客による一定期間の選定評価

を経て受注に至ることが営業活動上

一般化してきたことによるものであ

ります。 

なお、この変更により従来の方法

によった場合と比較して営業利益が

284百万円減少しておりますが経常

利益への影響はありません。 
  

 
  

――――― 



  
表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において流動資産の「短期貸付

金」として表示しておりました短期貸付金は、金額が僅

少であるため、当中間連結会計期間より流動資産の「そ

の他」に含めて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間の短期貸付金は９百万円で

あります。 

  

――――― 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

（外形標準課税制度の導入に伴う

影響） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

この結果、販売費及び一般管理費

が111百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

が、同額減少しております。 

  

  
  

――――― 

（外形標準課税制度の導入に伴う

影響） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が297百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前当期純利益

が、同額減少しております。 

  

（役員賞与の会計処理） 

「役員賞与の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会

実務対応報告第13号）が平成16年３

月９日以降終了する連結会計年度に

係る連結財務諸表から適用されるこ

とになったことに伴い、従来、当社

の株主総会決議時に利益剰余金の減

少として会計処理していた当社の役

員賞与を発生時に費用処理しており

ます。 

この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益が、45百万円減少して

おります。 

  

  
――――― 

  

――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年9月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年3月31日) 

1 ※1 有形固定資産減価償却累

計額 

63,516百万円 

  

1 ※1 有形固定資産減価償却累

計額 

63,498百万円 

1 ※1 有形固定資産減価償却累

計額 

63,211百万円 

2 ※2 担保に供している資産 

建物及び構築物 274百万円

土地 140

計 414

2 ※2  

――――― 

2 ※2 担保に供している資産 

建物及び構築物 263百万円

土地 140

計 404

上記物件について、短期借入金

300百万円の担保に供しておりま

す。 

  

  上記物件について、短期借入金

200百万円の担保に供しておりま

す。 

3 偶発債務 

連結会社以外の会社等の銀行借

入に対する保証債務 
  

  

従業員 
(持家制度分) 

3百万円

3 偶発債務 

連結会社以外の会社等の銀行借

入に対する保証債務 
  

従業員 
(持家制度分) 

2百万円

3 偶発債務 

連結会社以外の会社等の銀行借

入に対する保証債務 
  

従業員
(持家制度分) 

2百万円

4 ※4 手形割引高及び裏書譲渡高 

  

受取手形割引高 2百万円

受取手形裏書譲渡高 92

4 ※4 手形割引高及び裏書譲渡高 

   

受取手形裏書譲渡高 97百万円

4 ※4 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 2百万円

受取手形裏書譲渡高 142

5 ※5 グループ内預入金 

日立グループの資金を集中し、

その資金を制度参加会社の資金需

要に充てることにより、日立グル

ープの資金効率向上を図ることを

目的とした日立グループ・プーリ

ング制度による(株)日立製作所に

対して預入れた運用資金でありま

す。 
  

5 ※5 グループ内預入金 

同左 
  

5 ※5 グループ内預入金 

同左 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

1 ※1 販管費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

ホ その他(合計額の100分の10

を超えるもの) 

  

イ 減価償却費 269百万円

ロ 退職給付費用 589

ハ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

87

ニ 研究開発費 1,597

  販売員事務員 
  給料手当 

3,536

1 ※1 販管費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

ホ その他(合計額の100分の10

を超えるもの) 

イ 減価償却費 180百万円

ロ 退職給付費用 337

ハ 役員退職慰労
  引当金繰入額

80

ニ 研究開発費 1,985

  販売員事務員
  給料手当 

3,654

1 ※1 販管費及び一般管理費のう

ち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

ホ その他(合計額の100分の10

を超えるもの) 

イ 減価償却費 537百万円

ロ 退職給付費用 1,109

ハ 役員退職慰労 
  引当金繰入額 

196

ニ 研究開発費 3,877

 販売員事務員 
  給料手当 

7,090

2 ※2 税効果会計 

当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は、

当連結会計年度において予定し

ている利益処分による特別償却

準備金の積立て及び取崩を前提

として、当中間連結会計期間に

係る金額を計算しております。 
  

2 ※2 税効果会計 

同左 

2 ※2 

――――― 

  

3 ※3  

――――― 

3 ※3 減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類

北海道 
千歳市 

遊休資産 建物、土地他

富山県 
富山市 

遊休資産 土地、構築物

山梨県 
富士吉田市 

遊休資産 建物、土地他

宮城県 
仙台市 

遊休資産 土地、構築物

東京都 
小平市 

処分予定

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

東京都 
中野区他 

処分予定

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

3 ※3  

――――― 

    
  

  

（資産のグルーピングの方法） 

事業用資産については、継続的に

収支の把握を行っている管理会計上

の区分（セグメント別）に資産をグ

ルーピングしており、事業の用に直

接供していない遊休資産、処分予定

資産については個々にグルーピング

を行っております。 
  

  

  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

  

――――― 

（減損損失の認識に至った経緯） 

遊休資産は工場の閉鎖等に伴い今

後の使用見込みが未定であり、市場

価格が著しく下落しているため、ま

た、処分予定資産については、当初

の予定よりも著しく早期に除却処分

することとなったため減損損失を認

識しました。 

  

  

――――― 

  （減損損失の金額） 
  

種類 金額（百万円）

建物 1,651

構築物 100

機械及び装置 337

工具、器具及び
備品 

66

土地 1,167

その他 5

計 3,330

  

    
  （回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は正味売却価額を適

用しております。また、正味売却価

額の算定に当たっては、不動産鑑定

評価基準等に基づき算出しておりま

す。 

  

  



  
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  百万円

現金及び預金勘定 17,928

グループ内預入金 26,420

預入期間が3ヵ月を 
超える定期預金 

△142

  44,206

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

  百万円

現金及び預金勘定 19,975

グループ内預入金 29,613

預入期間が3ヵ月を
超える定期預金 

△135

有価証券勘定 538

  49,992

現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

百万円

現金及び預金勘定 22,971

グループ内預入金 26,606

預入期間が3ヵ月を 
超える定期預金 

△245

有価証券勘定 20

49,352



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械装置及び 
運搬具 233 172 61

(有形固定資産) 
その他 925 513 412

合計 1,159 685 474

       

1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価
償却 
累計額
相当額
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械装置及び 
運搬具 130 80 49

(有形固定資産) 
その他 1,012 430 582

合計 1,142 511 631

1 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械装置及び
運搬具 139 78 60

(有形固定資産)
その他 927 428 499

合計 1,066 506 559

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

1年内 229百万円

1年超 252

合計 482

   

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

1年内 251百万円

1年超 385

合計 637

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

1年内 238百万円

1年超 345

合計 583

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 164百万円

減価償却費相当額 156

支払利息相当額 3

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 132百万円

減価償却費相当額 128

支払利息相当額 4

(3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 321百万円

減価償却費相当額 305

支払利息相当額 7

   

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

2 オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

  

1年内 40百万円

1年超 176

合計 216

2 オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

1年内 22百万円

1年超 150

合計 172

2 オペレーティング・リース取引 

（借主側） 

未経過リース料 

1年内 44百万円

1年超 143

合計 188



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年9月30日) 

1 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

2 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

3 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(注) 当中間連結会計期間において有価証券について 27百万円（その他有価証券で時価のない株式 27百万円）減損処理

を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額 (百万円) 

差額 
(百万円) 

（1）株式 1,744 3,166 1,422 

（2）債券   

 ① 社債 ― ― ― 

 ② その他 ― ― ― 

（3）その他 ― ― ― 

  計 1,744 3,166 1,422 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 350 

非上場債券 ― 



当中間連結会計期間末(平成17年9月30日) 

1 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

2 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

3 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(注) 当中間連結会計期間において有価証券については減損処理を行っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、減

損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額

について減損処理を行っております。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額 (百万円) 

差額 
(百万円) 

（1）株式 1,755 4,600 2,844 

（2）債券   

 ① 社債 ― ― ― 

 ② その他 ― ― ― 

（3）その他 500 498 △1 

  計 2,255 5,099 2,843 

内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

（1）非上場株式 351 

（2）ＭＭＦ 40 

計 391 



前連結会計年度末 (平成17年3月31日) 

1 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

2 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  
  

3 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(注) 当連結会計年度において、有価証券について38 百万円（その他有価証券で時価のある株式 0百万円、その他有価証

券で時価のない株式 37百万円）減損処理を行っております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処

理を行っております。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 (百万円) 

差額 
(百万円) 

（1）株式 1,755 3,537 1,781 

（2）債券   

 ① 社債 ― ― ― 

 ② その他 ― ― ― 

（3）その他 ― ― ― 

  計 1,755 3,537 1,781 

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   

（1）非上場株式 341 

（2）ＭＭＦ 20 

計 361 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末における為替予約残高については、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金

銭債権にすべて振り当てられており、開示の対象となる為替予約残高はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

当中間連結会計期間末における為替予約残高については、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金

銭債権にすべて振り当てられており、開示の対象となる為替予約残高はありません。 

  

前連結会計年度末（平成17年3月31日） 

当連結会計年度末における為替予約残高については、「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債

権にすべて振り当てられており、開示の対象となる為替予約残高はありません。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

  

  

  
通信・情報 
システム 
(百万円) 

放送・映像
システム 
(百万円) 

半導体製造
システム 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

28,293 20,813 26,124 75,231 ― 75,231

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

81 290 ― 372 (372) ―

計 28,375 21,104 26,124 75,603 (372) 75,231

営業費用 25,544 21,411 21,929 68,885 (372) 68,513

営業利益(△は営業損失) 2,830 △307 4,194 6,717 ― 6,717

  
通信・情報 
システム 
(百万円) 

放送・映像
システム 
(百万円) 

半導体製造
システム 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

24,204 19,931 22,882 67,018 ― 67,018

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

31 262 ― 293 (293) ―

計 24,235 20,194 22,882 67,312 (293) 67,018

営業費用 23,612 20,588 19,433 63,634 (293) 63,340

営業利益(△は営業損失) 623 △393 3,448 3,678 ― 3,678

  
通信・情報 
システム 
(百万円) 

放送・映像
システム 
(百万円) 

半導体製造
システム 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

61,161 44,353 53,743 159,259 ― 159,259

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

317 336 ― 654 (654) ―

計 61,479 44,690 53,743 159,913 (654) 159,259

営業費用 56,479 44,789 45,271 146,540 (654) 145,886

営業利益(△は営業損失) 4,999 △99 8,472 13,372 ― 13,372



  
(注)1. 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

2. 各事業の主な製品 

  

通信・情報システム………… 携帯電話基地局関連装置、無線パケット通信機、構内業務用デジタル無

線システム、航空機搭載機器、船舶搭載機器、航空管制用無線電話装

置、防災行政無線システム/防災情報システム、官公庁向け各種通信シス

テム、公共業務用デジタル無線システム、列車無線システム、消防無線

システム、空港ＭＣＡ無線システム、ＧＰＳ/ＡＶＭ無線システム、各種

無線機器、テレメータシステム、株価通報表示装置、各種表示ボード/デ

ィスプレイ装置、マルチメディア情報表示システム、証券・金融向けク

ライアントサーバシステム、証券・金融向けアプリケーションパッケー

ジ、ディーリングシステム、ＲＦＩＤ応用システム、データウェアハウ

スシステム 

  

放送・映像システム………… デジタルマイクロ波中継機（可搬形・固定局）、デジタルテレビ送信

機、デジタル中継送信機、可搬形マイクロ波受信基地/自動追尾システ

ム、ＦＭ/ＡＭラジオ送信機、デジタルテレビカメラ、ヘリコプターテレ

ビ伝送システム、ノンリニア映像報道編集・記録・送出システム、増幅

器・分配器/テレビ受信用各種機器、衛星放送・衛星通信受信用機器、テ

レビ・ＦＭ放送アンテナ、共同受信設備機器、ケーブルテレビ伝送機

器、電波障害・難視聴対策機器、広域監視システム(道路、河川、港湾、

鉄道向けネットワーク)、セキュリティ監視システム、プラント監視シス

テム（環境、電力、化学、鉄鋼）、ブロードバンド監視システム、微小

寸法測定装置他各種検査装置、各種産業用/番組制作カメラ、無線通信用

アンテナ、ＩＴＳ（高度道路交通システム）、ＲＦＩＤリーダー・ライ

ター 

  

半導体製造システム………… 縦型酸化・拡散/ＬＰＣＶＤ装置、ロードロック式縦型酸化・拡散/ＬＰ

ＣＶＤ装置、縦型ＱＴＡＴ装置、縦型ＡＬＤ装置、縦型高温アニール装

置、縦型超高温アニール装置、縦型ＳｉＧｅエピタキシャル成長装置、

シリコンエピタキシャル単結晶成長装置、枚葉式ＭＭＴプラズマ窒化装

置、枚葉式ＬＰＣＶＤ装置、アッシング装置 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日) 
  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日) 
  

  

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 
  

(注) 1 国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

2 本邦以外の各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1) 北米：米国 

(2) その他の地域：台湾、シンガポール、イギリス、ドイツ等 

  

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

その他の
地域 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

69,232 4,686 1,311 75,231 ― 75,231

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,746 170 191 4,108 (4,108) ―

計 72,979 4,857 1,502 79,339 (4,108) 75,231

営業費用 66,630 4,678 1,404 72,712 (4,199) 68,513

営業利益 6,349 179 98 6,626 90 6,717

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

その他の
地域 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

61,567 4,336 1,114 67,018 ― 67,018

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

3,344 87 128 3,560 (3,560) ―

計 64,912 4,423 1,243 70,579 (3,560) 67,018

営業費用 61,673 4,009 1,206 66,889 (3,549) 63,340

営業利益 3,238 413 37 3,689 (11) 3,678

  
日本 

(百万円) 

北米 

(百万円) 

その他の
地域 
(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は 
全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

146,808 9,838 2,612 159,259 ― 159,259

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

7,984 317 355 8,657 (8,657) ―

計 154,793 10,155 2,967 167,916 (8,657) 159,259

営業費用 142,245 9,780 2,662 154,688 (8,801) 145,886

営業利益 12,548 375 305 13,228 144 13,372



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日) 

  

(注) 1 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域に対する売上高であります。 

2 地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 地域の区分方法……地理的近接度による。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

北米 ：米国、カナダ 

アジア：韓国、台湾等 

欧州他：ドイツ、イギリス等 

  

  北米 アジア 欧州他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,189 15,707 1,418 22,316

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 75,231

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(%) 

6.9 20.9 1.9 29.7

  北米 アジア 欧州他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,123 11,711 1,534 18,368

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 67,018

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(%) 

7.6 17.5 2.3 27.4

  北米 アジア 欧州他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,192 31,567 2,737 45,498

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 159,259

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(%) 

7.0 19.8 1.7 28.6



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

１株当たり純資産額 804円84銭 １株当たり純資産額 873円29銭 １株当たり純資産額 832円77銭

１株当たり中間純利益 30円48銭 １株当たり中間純利益 37円84銭 １株当たり当期純利益 59円96銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

29円13銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

36円16銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

57円30銭

項 目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 3,198 3,966 6,328 

普通株主に帰属しない金額 (役員賞与) 

(百万円) 
― ― 38 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
3,198 3,966 6,289 

普通株式の期中平均株式数 (株) 104,932,462 104,813,896 104,905,052 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた中間(当期)純利

益調整額 (百万円) 

― ― ― 

中間(当期)純利益調整額 (百万円) ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた普通株式増加数

の主要な内訳 (株) 

      

新株予約権 4,870,000 4,870,000 4,870,000 

普通株式増加数 (株) 4,870,000 4,870,000 4,870,000 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

  

  

――――― 

当社は平成17年11月22日開催の取

締役会において、商法第211条ノ３ 

第１項第２号の規定に基づき、自己

株式を取得することを決議しまし

た。 

  

自己株式取得に関する取締役会の

決議内容 

(1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 

1,000,000株 (上限) 

(3) 株式取得価額の総額 

1,300百万円 (上限) 

(4) 自己株式取得の日程 

平成17年11月28日から 

平成18年５月31日まで 

  

  

  

――――― 



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(%) 金額(百万円)
構成比
(%) 金額(百万円) 構成比

(%) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

1 現金及び預金   12,045   12,147 13,640   

2 グループ内預入金 ※4 26,420   29,613 26,606   

3 受取手形   1,144   1,474 791   

4 売掛金   36,245   26,939 39,008   

5 有価証券   －   538 20   

6 棚卸資産   19,301   24,204 17,590   

7 短期貸付金   652   7 8   

8 繰延税金資産   5,651   5,566 4,130   

9 その他   3,905   5,019 4,304   

10  貸倒引当金   △16   △3 △21   

流動資産合計    105,350 71.1 105,508 69.3  106,078 67.9

Ⅱ 固定資産         

1 有形固定資産 ※1,2       

（1）建物   11,660   8,961 10,721   

（2）機械及び装置   2,119   1,644 2,085   

（3）土地   7,182   4,701 6,301   

（4）その他   3,520   3,557 3,022   

計   24,482   18,864 22,131   

2 無形固定資産   353   277 277   

3 投資その他の資産         

（1）投資有価証券   3,464   4,525 3,543   

（2）関係会社株式   2,772   13,542 13,742   

（3）繰延税金資産   9,421   8,103 8,323   

（4）その他   2,479   1,598 2,260   

（5）貸倒引当金   △122   △88 △88   

計   18,015   27,680 27,780   

固定資産合計    42,851 28.9 46,822 30.7  50,189 32.1

資産合計    148,202 100.0 152,330 100.0  156,268 100.0

          



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(%) 金額(百万円)
構成比
(%) 金額(百万円) 構成比

(%) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

1 支払手形   1,061   1,358 1,283   

2 買掛金   24,787   22,520 27,646   

3 短期借入金   1,492   1,192 1,192   

4 未払法人税等   140   108 259   

5 未払費用   7,941   9,025 8,868   

6 グループ内預り金 ※5 4,979   9,425 9,932   

7 その他   3,854   4,760 4,199   

流動負債合計    44,257 29.9 48,390 31.8  53,381 34.2

Ⅱ 固定負債         

1 新株予約権付社債   6,000   6,000 6,000   

2 退職給付引当金   18,720   16,456 16,452   

3 役員退職慰労引当金   182   244 225   

4 事業構造改革引当金   3,460   － 3,090   

5 その他   296   112 116   

固定負債合計    28,659 19.3 22,812 15.0  25,884 16.5

負債合計    72,917 49.2 71,203 46.8  79,266 50.7

(資本の部)         

Ⅰ 資本金     10,058 6.8  10,058 6.6   10,058 6.4

Ⅱ 資本剰余金                

1 資本準備金   26,148    26,148   26,148    

2 その他資本剰余金   2    3   3    

資本剰余金合計     26,151 17.6  26,152 17.2   26,152 16.7

Ⅲ 利益剰余金                

1 利益準備金   3,234    3,234   3,234    

2 任意積立金   29,166    34,098   29,166    

3 中間(当期) 
  未処分利益   5,976    6,298   7,638    

利益剰余金合計     38,377 25.9  43,631 28.6   40,040 25.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金     853 0.6  1,564 1.0   972 0.6

Ⅴ 自己株式     △154 △0.1  △278 △0.2   △220 △0.0

資本合計     75,285 50.8  81,127 53.2   77,002 49.3

負債資本合計     148,202 100.0  152,330 100.0   156,268 100.0

                 



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(%) 金額(百万円)
百分比
(%) 金額(百万円) 百分比

(%) 

Ⅰ 売上高     62,179 100.0 47,354 100.0   124,880 100.0

Ⅱ 売上原価     46,274 74.4 35,569 75.1   93,761 75.1

売上総利益     15,904 25.6 11,784 24.9   31,118 24.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費     11,012 17.7 9,679 20.4   22,111 17.7

営業利益     4,891 7.9 2,105 4.5   9,006 7.2

Ⅳ 営業外収益           

1 受取利息   12   12 25   

2 その他 ※1 989 1,002 1.6 1,437 1,449 3.0 1,682 1,708 1.4

Ⅴ 営業外費用           

1 支払利息   6   4 9   

2 社債利息   123   － 123   

3 その他 ※2 1,801 1,930 3.1 1,024 1,028 2.2 3,237 3,370 2.7

経常利益     3,963 6.4 2,525 5.3   7,344 5.9

Ⅵ 特別利益           

1 関係会社株式売却益   ―   140 ―   

2 事業構造改革引当金 
  取崩益   ― ― ― 3,090 3,230 6.8 29 29 0.0

Ⅶ 特別損失           

1 減損損失  ※5 ― ― ― 3,330 3,330 7.0 ― ― ―

税引前中間(当期) 
純利益     3,963 6.4 2,425 5.1   7,374 5.9

法人税、住民税 
及び事業税 ※4 33   21 59   

法人税等調整額 ※4 1,445 1,478 2.4 △1,605 △1,584 △3.4 2,747 2,806 2.2

中間(当期)純利益     2,485 4.0 4,010 8.5   4,567 3.7

前期繰越利益     3,490 2,288   3,490 

中間配当額     ― ―   419 

中間(当期)未処分利益     5,976 6,298   7,638 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

1 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法に基づく原価法

により評価しております。 
  

1 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

1 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法により評価

しております。(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております。) 

・時価のないもの 

移動平均法に基づく原価

法により評価しておりま

す。 
  

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

・時価のないもの 

同左 

② その他有価証券 

・時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法により評価して

おります。(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております。) 

・時価のないもの 

同左 

  

(2) デリバティブ 

原則として時価法により評価

しております。 
  

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) 棚卸資産 

① 製品 

個別法に基づく原価法により

評価しております。但し、一部

移動平均法に基づく原価法によ

り評価しております。なお、価

格変動の著しい量産品について

は、個別法又は移動平均法に基

づく低価法を採用しておりま

す。 
  

(3) 棚卸資産 

① 製品 

同左 

(3) 棚卸資産 

① 製品 

同左 

② 仕掛品 

個別法に基づく原価法により

評価しております。但し、一部

移動平均法又は総平均法に基づ

く原価法により評価しておりま

す。なお、価格変動の著しい量

産品については、個別法に基づ

く低価法を採用しております。 
  

② 仕掛品 

同左 

② 仕掛品 

同左 

③ 材料・貯蔵品 

総平均法に基づく低価法によ

り評価しております。但し、一

部個別法又は移動平均法に基づ

く低価法により評価しておりま

す。 
  

③ 材料・貯蔵品 

同左 

③ 材料・貯蔵品 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

2 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

但し、平成10年4月1日以降取

得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      3～47年 

機械及び装置  2～17年 

有形固定資産 

その他     2～60年 

  

2 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

但し、平成10年4月1日以降取

得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      3～47年 

機械及び装置  2～17年 

有形固定資産 

 その他      2～50年 

2 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

但し、平成10年4月1日以降取

得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      3～47年 

機械及び装置  2～17年 

有形固定資産 

その他     2～60年 

  

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用ソフトウェア

の耐用年数は5年であります。 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  

(2) 無形固定資産 

同左 

  

3 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率等を勘案して必要額

を、貸倒懸念債権及び破産更生

債権については個別に回収可能

性を勘案した回収不能見込額を

計上しております。 

  

3 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

3 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(16年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14～17年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(14年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

また、数理計算上の差異は、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（14年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 
過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(16年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 
また、数理計算上の差異は、

各期の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(14～17年)による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

なお、平成17年１月１日付け

の退職給付制度の改定に伴い、

同日以降の過去勤務債務および

数理計算上の差異の処理年数は

すべて14年としております。 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため内規に基づく中間期末

要支給額の100%を計上しており

ます。 
  

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため内規に基づく期末要支

給額の100%を計上しておりま

す。 

(4) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社

を含めた人員削減・資産の健全

化等のリストラ策の実施に伴

い、今後発生が見込まれる費用

について合理的に見積られる金

額を計上しております。 
  

(4) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社

を含めた人員削減・資産の健全

化等のリストラ策の実施に伴

い、今後発生が見込まれる費用

について合理的に見積られる金

額を計上しております。 

なお、当中間会計期間におけ

る固定資産の減損に係る会計基

準の適用に伴い、事業構造改革

引当金を全額取崩しておりま

す。 

  

(4) 事業構造改革引当金 

緊急経営施策として関係会社

を含めた人員削減・資産の健全

化等のリストラ策の実施に伴

い、今後発生が見込まれる費用

について合理的に見積られる金

額を計上しております。 

  

4 外貨建の資産及び負債の本邦通 

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 
  

4 外貨建の資産及び負債の本邦通 

貨への換算基準 

同左 

4 外貨建の資産及び負債の本邦通 

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

5 収益の計上基準 

売上の計上は原則として出荷

基準によっておりますが、据付

工事を含む契約の一部について

は据付完了時点で売上を計上し

ております。また、請負工事契

約を締結している工事について

は、工事進行基準を適用してお

ります。 
  

5 収益の計上基準 

同左 

5 収益の計上基準 

同左 

6 リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 
  

6 リース取引の処理方法 

同左 

6 リース取引の処理方法 

同左 

7 ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たしてい

る為替予約については、振当処

理を採用しております。 

7 ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

7 ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による 

外貨建売上債権 
  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  



  

  
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

(3) ヘッジ方針 

デリバティブ取引に関する権

限規定及び取引限度額等を定め

た内部規程に基づき、ヘッジ対

象に係る為替相場変動リスクを

一定の範囲内でヘッジしており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計

を半期ごとに比較し、両者の変

動額等を基礎にして、ヘッジ有

効性を評価しております。 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

8 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。

なお、仮払消費税等及び仮受

消費税等は相殺後124百万円を流

動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

  

8 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺後376百万円を流動

資産の「その他」に含めて表示し

ております。 

  

8 消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 

  



  
会計処理の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

  

――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会  平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

これにより税引前中間純利益が

3,330百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

  

  

――――― 

  

  

  

――――― 

  

（半導体製造装置に係る棚卸資産評

価損） 

従来、顧客貸出品に係る評価損に

ついては、営業外費用として処理し

ておりましたが、当中間会計期間よ

り、原価性が認められるものについ

ては売上原価として処理することに

変更しました。この変更は、ここ数

年のめまぐるしい技術革新を受け、

顧客による一定期間の選定評価を経

て受注に至ることが営業活動上一般

化してきたことによるものでありま

す。 

なお、この変更により従来の方法

によった場合と比較して営業利益が

284百万円減少しておりますが経常

利益への影響はありません。 

  

  

  

――――― 

  



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

（外形標準課税制度の導入に伴う

影響） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管理費

が111百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が、同

額減少しております。 

  

  

  

――――― 

  

（外形標準課税制度の導入に伴う

影響） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が207百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が、同

額減少しております。 

  

  

（役員賞与の会計処理） 

「役員賞与の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計基準委員会

実務対応報告第13号）が平成16年３

月９日以降終了する事業年度に係る

財務諸表から適用されることになっ

たことに伴い、従来、株主総会決議

時に未処分利益の減少として会計処

理していた役員賞与を、発生時に費

用処理しております。 

この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益が、45百万円減少しておりま

す。 

  

  

――――― 

  

  

――――― 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

  

  

前中間会計期間末 

(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年9月30日) 

前事業年度末 

(平成17年3月31日) 

1 ※1 有形固定資産減価償却 

累計額 

55,419百万円 
  

1 ※1 有形固定資産減価償却 

累計額 

52,129百万円 

1 ※1 有形固定資産減価償却累

計額 

51,630百万円 

2 ※2 有形固定資産の圧縮記帳 

国庫補助金等による圧縮記帳

額は、建物7百万円、構築物54百

万円、機械及び装置9百万円、工

具、器具及び備品30百万円、土地

127百万円であります。 

  

2 ※2 有形固定資産の圧縮記帳 

同左 

2 ※2 有形固定資産の圧縮記帳 

同左 

3 偶発債務 

関連会社及び従業員の銀行借入

に対する保証債務 

KOKUSAI 

SEMICONDUCTOR 

EQUIPMENT CORP. 

 

 

555百万円

(5,000千米ドル)

従業員 

(持家制度分) 
3

合計 558

   

3 偶発債務 

従業員の銀行借入に対する保証

債務 

従業員 

(持家制度分) 
0百万円

3 偶発債務 

従業員の銀行借入に対する保証

債務 

従業員 

(持家制度分) 
0百万円

4 ※4 グループ内預入金 

日立グループの資金を集中

し、その資金を制度参加会社の資

金需要に充てることにより、日立

グループの資金効率向上を図るこ

とを目的とした日立グループ・プ

ーリング制度による(株)日立製作

所に対して預入れた運用資金であ

ります。 
  

4 ※4 グループ内預入金 

同左 

4 ※4 グループ内預入金 

同左 

5 ※5 グループ内預り金 

当社の子会社が日立グルー

プ・プーリング制度を利用する為

の当社への運用資金の預け額であ

ります。 
  

5 ※5 グループ内預り金 

同左 
  

5 ※5 グループ内預り金 

同左 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

1 ※1 営業外収益の「その他」の 

主要項目 

受取配当金 361百万円

1 ※1 営業外収益の「その他」の 

主要項目 

受取配当金 844百万円

1 ※1 営業外収益の「その他」の 

主要項目 

受取配当金 732百万円  
    

2 ※2 営業外費用の「その他」の 

主要項目 

棚卸資産評価損 882百万円

固定資産処分損 259

2 ※2 営業外費用の「その他」の 

主要項目 

棚卸資産評価損 375百万円

固定資産処分損 100

2 ※2 営業外費用の「その他」の 

主要項目 

棚卸資産評価損 1,941百万円

固定資産処分損 460

   

3 減価償却実施額 

有形固定資産 1,121百万円

無形固定資産 53

合計 1,174

3 減価償却実施額 

有形固定資産 1,053百万円

無形固定資産 44

合計 1,097

3 減価償却実施額 

有形固定資産 2,398百万円

無形固定資産 93

合計 2,492

   

4 ※4 税効果会計 

当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分によ

る特別償却準備金の積立て及び取

崩を前提として、当中間会計期間

に係る金額を計算しております。 

  

4 ※4 税効果会計 

同左 

4 ※4 

――――― 

5 ※5 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

5 ※5 減損損失 

当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損

損失を計上しました。 

場所 用途 種類

北海道 
千歳市 

遊休資産 建物、土地他

富山県 
富山市 

遊休資産 土地、構築物

山梨県 
富士吉田市 

遊休資産 建物、土地他

宮城県 
仙台市 

遊休資産 土地、構築物

東京都 
小平市 

処分予定

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

東京都 
中野区他 

処分予定

資産 

建物、工具、

器具及び備品

他 

5 ※5 

――――― 



  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日)  

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

  

――――― 

  

  

（資産のグルーピングの方法） 

事業用資産については、継続的に

収支の把握を行っている管理会計上

の区分（セグメント別）に資産をグ

ルーピングしており、事業の用に直

接供していない遊休資産、処分予定

資産については個々にグルーピング

を行っております。 

  

  

――――― 

  

  

（減損損失の認識に至った経緯） 

遊休資産は工場の閉鎖等に伴い今

後の使用見込みが未定であり、市場

価格が著しく下落しているため、ま

た、処分予定資産については、当初

の予定よりも著しく早期に除却処分

することとなったため減損損失を認

識しました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（減損損失の金額） 
  

種類 金額（百万円）

建物 1,651

構築物 100

機械及び装置 337

工具、器具及び
備品 

66

土地 1,167

その他 5

計 3,330

  

  

    
  

  

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額は正味売却価額を適

用しております。また、正味売却価

額の算定に当たっては、不動産鑑定

評価基準等に基づき算出しておりま

す。 

  

  

  



  
(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

1 リース物件の所有権が借主に 移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

  

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 9 6 3

(有形固定資産)
その他 730 425 304

合計 739 431 308

1 リース物件の所有権が借主に 移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

  

  

 
取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価
償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 9 7 1

(有形固定資産)
その他 718 329 388

合計 728 337 390

1 リース物件の所有権が借主に 移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

 

  
取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末 
残高 
相当額
(百万円)

機械及び装置 9 6 2

(有形固定資産)
その他 731 378 352

合計 740 385 355

(2) 未経過リース料中間期末残高 

相当額 

1年内 142百万円

1年超 169

合計 312

(2) 未経過リース料中間期末残高 

相当額 

1年内 172百万円

1年超 221

合計 394

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

1年内 155百万円

1年超 203

合計 359

   

(3) 支払リース料、減価償却費 

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 111百万円

減価償却費相当額 107

支払利息相当額 2

(3) 支払リース料、減価償却費 

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 91百万円

減価償却費相当額 89

支払利息相当額 2

(3) 支払リース料、減価償却費 

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 205百万円

減価償却費相当額 198

支払利息相当額 4

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成16年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末（平成17年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

前事業年度末（平成17年3月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

次へ 

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 子会社株式 ― ― ― 

(2) 関連会社株式 95 886 791 

計 95 886 791 

区分 
中間貸借対照表計上額

(百万円) 
時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 子会社株式 ― ― ― 

(2) 関連会社株式 95 1,626 1,531 

計 95 1,626 1,531 

区分 
貸借対照表計上額
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 子会社株式 ― ― ― 

(2) 関連会社株式 95 1,127 1,032 

計 95 1,127 1,032 



(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

１株当たり純資産額 717円58銭 １株当たり純資産額 774円26銭 １株当たり純資産額 734円48銭

１株当たり中間純利益 23円68銭 １株当たり中間純利益 38円26銭 １株当たり当期純利益 43円54銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

22円63銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

36円56銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

41円61銭

  
前中間会計期間

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日)

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日)

中間(当期)純利益 (百万円) 2,485 4,010 4,567 

普通株主に帰属しない金額  

 (百万円)) 
― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(百万円) 
2,485 4,010 4,567 

普通株式の期中平均株式数 （株） 104,932,462 104,813,896 104,905,052 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた中間(当期)純利

益調整額 （百万円） 

― ― ― 

中間(当期)純利益調整額 （百万円） ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益の算定に用いられた普通株式増加数

の主要な内訳 （株） 

新株予約権 4,870,000 4,870,000 4,870,000 

普通株式増加数 （株） 4,870,000 4,870,000 4,870,000 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日) 

（八木アンテナ事業部の分社

化について） 

当社は、平成16年6月23日開催

の定時株主総会で承認された分割

計画書に基づき、平成16年10月1

日付で八木アンテナ(株)を設立し

ました。同日付で同子会社は、当

社の家庭用受信機器、ＣＡＴＶシ

ステムなどの受信機器事業に係る

平成16年9月30日時点の以下の資

産及び負債を承継し、当社は、そ

の対価として八木アンテナ(株)株

式(普通株式)40,000株を取得して

おります。 

  

  

(単位：百万円) 

科     目   金 額 

  現金及び預金 1,578

  グループ内預入金 6,039

  受取手形及び売掛金 3,390

  棚卸資産   2,485

  その他の流動資産 308

流動資産計 13,801

  有形固定資産 1,677

  無形固定資産 10

  投資その他の資産 1,252

固定資産計 2,940

資 産 合 計 16,742

  支払手形及び買掛金 1,687

  その他の流動負債 1,304

流動負債計 2,991

固定負債計 2,745

負 債 合 計 5,736

資産合計 － 負債合計 11,005

当社は平成17年11月22日開催の取

締役会において、商法第211条ノ３ 

第１項第２号の規定に基づき、自己

株式を取得することを決議しまし

た。 

  

自己株式取得に関する取締役会の

決議内容 

(1) 取得する株式の種類 

当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 

1,000,000株 (上限) 

(3) 株式取得価額の総額 

1,300百万円 (上限) 

(4) 自己株式取得の日程 

平成17年11月28日から 

平成18年５月31日まで 

  

  

  

  

  

  

――――― 

  



(2) 【その他】 

（中間配当について） 

平成17年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議致しました。 

① 中間配当による配当金の総額             419百万円 

② １株当たりの金額                   4円00銭 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成17年12月 5日 

(注) 平成17年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いま

す。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第81期) 

自 平成16年4月 1日 

至 平成17年3月31日 

  平成17年６月28日 

関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第３号(特定子会社の異動)の規定に基づく臨時報

告書であります。 

  平成17年６月20日 

関東財務局長に提出 

(3) 自己株券買付 

状況報告書 

    平成17年12月８日 

関東財務局長に提出 



  
第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日立国際電気の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社日立国際電気及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

平成１６年１２月２０日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  久  世  浩  一   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日立国際電気の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社日立国際電気及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用され

ることとなるため、この会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

平成１７年１２月２１日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員  公認会計士  久  世  浩  一   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社日立国際電気の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第８１期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日立国際電気の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

 

以 上 

 

平成１６年１２月２０日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ  

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  久  世  浩  一   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

株式会社日立国際電気 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社日立国際電気の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社日立国際電気の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されるこ

ととなるため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

 

以 上 

 

平成１７年１２月２１日

執 行 役 社 長  長 谷 川 邦 夫  殿 

監査法人トーマツ  

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  吉  田  修  己   ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  久  世  浩  一   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保

管している。 
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